
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長 崎 県 島 原 市 

 

 

財政事情説明書 
 

平成２９年６月１日 公表  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

島原市の財政 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第１項及び島原市財

政状況の公表に関する条例（昭和３９年島原市条例第３３号）第２条第１項の

規定により、本市の財政状況を次のとおり公表する。  

 

                   

      平成２９年６月１日 

                      島原市長 古川 隆三郎 
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行財政運営の推進に当たっては、市民の皆様に本市の財政状況等についてのご

理解を得ることが不可欠であり、そのためにも財政に関する情報を積極的に公表

を行い、情報を共有することが必要との考えから、年２回、財政事情説明書を公

表しております。

今回は、平成２8年度の最終予算及び平成２9年３月３１日現在の執行状況、平

成２9年度当初予算についてご説明いたします。今後とも市民皆様に、より見や

すく分かりやすいものとなるよう努めてまいりますので、市政への関心を高めて

いただき、より一層のご協力を賜りますようお願いします。

はじめに



一般会計

特別会計

　

・

・

・

・

・

・

公営企業会計

島原都市計画事業安中土地区画整理事業特別会計（平成27年度から廃止）

　地方公共団体の会計は、大きく「一般会計」、「特別会計」、「公営企業会計」の３つに区

分されます。

　特別会計のうち、地方公営企業法の適用を受け、当該事業にかかる経費を主に使用料等の収

入でまかなって住民サービスを提供するための特別会計で、本市には水道事業会計がありま

す。

　一般会計は、市税や地方交付税などを主な財源として、福祉や教育の充実、各種産業の活性

化や道路などの基盤整備といった行政運営の基本的な経費が計上されます。

後期高齢者医療特別会計

　　２）市条例により設置しているもの

温泉給湯事業特別会計

　　※　廃止・統合したもの

交通災害共済事業特別会計（平成26年度から廃止）

有明町簡易水道事業特別会計（平成26年度から島原市水道会計に統合）

　特別会計は、交通や病院など特定の事業を行う場合、その特定の収入でもって特定の支出に

あてて、一般会計とは区分して経理を行う必要がある場合に設置されるもので、本市では、法

令や条例に基づき下記の通り設置しています。

　　１）法令により設置が義務付けられているもの

国民健康保険事業特別会計

１.会計区分

１



　平成２８年度予算について、最終予算及び平成２９年３月３１日までの予算の執行状況に

ついて説明します。

　一般会計の当初予算は２３7億９,７８５万円でしたが、補正１～６号により２１億３,９

５４万１千円の増額補正を行い、予算総額は２５９億３,７３９万１千円となりました。

　増額補正の主なものは、総務費、民生費、農林水産業費、教育費を増額し、その財源とし

て国庫支出金、県支出金、市債、繰越金等を充当しています。

　以下、図表により説明します。

　

２.平成２８年度の最終予算及び執行状況について

義務的経

費 45.0%

投資的経費
14.4%

その他
40.6%

扶助費
23.8%

人件費
12.8%

公債費 8.4%
普通建設事業

費 14.3%

災害復旧事業費
0.1%

物件費 13.1%

補助費等
12.9%

繰出金 9.1%

維持補修費
0.4%

その他
5.1%

自主財源
32.2%

依存財源
67.8%

市税
17.3%

繰入金
8.2%

寄附金
2.0%

その他 4.7%

地方交付税
25.3%

国庫支出金
16.4%

市債
12.7%

県支出金
9.4%

その他
4.1%

【 一般会計最終予算額 ２５９億３，７３９万１千円 】

歳出：性質別県費構成歳入：財源別構成

（注）比率の表示は、表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。
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（当初予算～6号補正）

（単位：千円）

当 初 予 算 額 補    正    額 計

1 市 税    44億8,272万9 0    44億8,272万9

2 地 方 譲 与 税     1億6,100万0 0     1億6,100万0

3 利 子 割 交 付 金        600万0 0        600万0

4 配 当 割 交 付 金      2,000万0 0      2,000万0

5 株式等譲渡所得割交付金      1,000万0 0      1,000万0

6 地 方 消 費 税 交 付 金     7億9,900万0 0     7億9,900万0

歳 7 自 動 車 取 得 税 交 付 金      1,800万0 0      1,800万0

8 地 方 特 例 交 付 金        700万0 0        700万0

9 地 方 交 付 税    65億    0万0      5,255万9    65億5,255万9

10 交通安全対策特別交付金        700万0 0        700万0

11 分 担 金 及 び 負 担 金     1億9,563万7         50万3     1億9,614万0

12 使 用 料 及 び 手 数 料     3億2,717万6 0     3億2,717万6

13 国 庫 支 出 金    39億4,191万4     3億  888万5    42億5,079万9

14 県 支 出 金    19億9,663万3     4億3,189万8    24億2,853万1

入 15 財 産 収 入      4,627万5 0      4,627万5

16 寄 附 金     4億   50万7     1億2,643万5     5億2,694万2

17 繰 入 金    13億4,939万9 △3億5,892万7    21億3,017万5

18 繰 越 金           1     2億2,976万1     2億2,976万2

19 諸 収 入     2億8,407万9     1億6,804万0     4億5,211万9

20 市 債    32億4,550万0 △1億5,237万8    32億8,618万4

  237億9,785万0    21億3,954万1   259億3,739万1

当 初 予 算 額 補    正    額 計

1 議 会 費     2億1,822万9        229万9     2億2,052万8

2 総 務 費    29億2,651万2    12億  328万8    41億2,980万0

3 民 生 費    98億7,813万9     3億6,406万0   102億4,219万9

4 衛 生 費    36億7,925万4 △1億  684万3    35億7,241万1

歳 5 労 働 費      1,880万7 0      1,880万7

6 農 林 水 産 業 費     8億6,366万2     3億1,857万9    11億8,224万1

7 商 工 費     4億9,729万3     1億1,215万8     6億  945万1

8 土 木 費    13億3,764万1      3,965万5    13億7,729万6

9 消 防 費     6億8,472万3      1,575万5     7億   47万8

出 10 教 育 費    15億  210万4     1億6,434万7    16億6,645万1

11 災 害 復 旧 費           9      2,624万3      2,625万2

12 公 債 費    21億7,147万5 0    21億7,147万5

13 諸 支 出 金           2 0           2

14 予 備 費      2,000万0 0      2,000万0

  237億9,785万0 8億1,294万7   259億3,739万1

（当初予算～6号補正）

（単位：千円）

当 初 予 算 額 補  正  額 計

   83億9,033万0 △6,567万3    83億2,465万7

     9,313万8 0      9,313万8

    5億6,824万0 0     5億6,824万0

   90億5,170万8 △6,567万3    89億8,603万5

【平 成 ２8 年 度 一 般 会 計 最 終 予 算】

款

歳       入       合        計

款

後 期 高 齢 者 医 療

合　　　　　　計

歳       出       合        計

【平 成 ２８ 年 度 特 別 会 計 最 終 予 算】

会　　計　　別

国 民 健 康 保 険 事 業

温 泉 給 湯 事 業
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〈　歳　　　入　〉

〈　歳　　　出　〉

【平 成 ２８ 年 度 特 別 会 計 予 算 の執 行 状 況】

（単位：百万円） （単位：百万円）

【平 成 ２８年 度 一 般 会 計 予 算 の 執 行 状 況】

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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（１）  財    産

土    地 308万2,973㎡  出資による権利     2億5,336万6 千円

建    物 23万4,158㎡  有  価  証  券      3,264万5 千円

基            金    79億1,730万0 千円

（２）  市　　債
目   的   別   現   債   高   状   況

【 目  的  別  現  債  高 の 状  況 】 （単位：千円）

現 債 高

一　般　会　計   189億6,314万1 96.5%

１． 普        通        債   106億8,582万8 54.4%

(1) 総 務     7億   89万7 3.6%

(2) 民 生     3億  600万0 1.6%

(3) 衛 生     9億3,575万7 4.8%

(4) 農 林 水 産     4億9,477万3 2.5%

(5) 商 工     3億6,981万3 1.9%

(6) 土 木    40億8,189万6 20.8%

(7) 消 防    11億7,915万1 6.0%

(8) 教 育    26億1,754万1 13.3%

２． 災    害    復    旧      3,514万7 0.2%

(1) 土 木      2,363万3 0.1%

(2) 農 林    1,151万4 0.1%

(3) その他（公営住宅） 0 0.0%

(4) そ の 他 （ 教 育 ） 0 0.0%

３． そ       の       他    82億4,216万6 41.9%

(1) 県 貸 付 金 0 0.0%

(2) 減 税 補 て ん 債     1億6,100万0 0.8%

(3) 臨 時 税 収 補 て ん 債      1,888万5 0.1%

(4) 臨 時 財 政 対 策 債    80億6,228万1 41.0%

特　別　会　計     6億9,328万4 3.5%

    6億9,328万4 3.5%

  196億5,642万5 100.0%

平成２９年３月３１日の市債現債高は１９６億５,６４２万５千円となっており、前年

同時期の平成２８年３月３１日と比較すると６億 ３７０万７千円（３．２％）増とな

りました。

（平成２９年３月３１日現在）

区            分
平成２９年４月１日　現在

構 成 率

合            計

温 泉 給 湯 事 業

３.財産・市債・一時借入金の状況について

２８．１０．１ ２８．１０．１

～２９．３．３１　 ～２９．３．３１　
現債高 借入額 償還額 現債高

  200億  308万1     6億7,848万4    10億2,514万0   196億5,642万5

２９．３．３１２８．９．３０

（注）比率の表示は、表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。
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【 借 入 先 別 現 債 高 の 状 況 】

温泉給湯事業

構 成 比

100.0%

（３）  一  時  借  入  金 

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構  6億9,328万4千円

［  一  般  会  計  ］

［  特  別  会  計  ］

借　入　先 借　入　額

（単位：千円）

政府資金

47.7%

公庫資金

40.6%

民間等資金

11.7%
財務省理財局

44.5%

日本郵政

3.2%

地方公共団体

金融機構

40.6%

市中銀行

6.5%

共済組合等

1.0% その他

4.2%

市債現在高

189億6,314万1千円

10億2,017万8千円

（注）比率の表示は、表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。
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（単位 ： 千円、％）

予算現額 構成比
未収入額

（Ａ）－（Ｂ）

   16億  509万2 36.7      8,473万4

   13億9,390万1 31.6      8,345万4

    2億1,119万1 5.2        128万0

   20億2,257万6 45.1      3,841万0

   20億1,219万2 44.9      3,841万0

     1,038万4 0.2 0

軽 自 動 車 税     1億4,589万2 2.8        405万7

市 た ば こ 税     3億5,239万6 7.8 0

入 湯 税      1,460万0 0.4 0

都 市 計 画 税     3億1,899万6 7.2        652万4

計    44億5,955万2 100     1億3,372万5

滞 納 繰 越 分      3,356万1 -     3億  929万3

総 計    44億9,311万3 -     4億4,301万8

（注）

税　　　　   　目 調定額 (A) 収入済額 (B)

   17億7,206万3    16億8,732万9市　　民　　税

   15億2,984万3    14億4,638万9

    2億4,222万0     2億4,094万0

   21億2,494万9    20億8,653万9

個　　人

法　　人

固　定　資　産　税

   51億  396万3    46億6,094万5

    3億5,577万9     3億5,577万9

     1,610万2      1,610万2

    3億3,149万9     3億2,497万5

   21億1,483万1    20億7,642万1

     1,011万8      1,011万8

    1億5,427万1     1億5,021万4

・人口４５，９９１人、世帯数１９，５６２世帯  （平成 29 年３月３１日現在）

・市税は、個人市民税・固定資産税（交付金・納付金は除く）・軽自動車税・ 都市計画税の調定額

で､ 滞納繰越分を除いて計上｡

・市債は一般会計分を計上。

市　　　　　　　税    41億3,044万4          8万9,810         21万1,146

市　　　　　　　債   189億6,314万1         41万2,323         96万9,387

固定資産税

国有資産等所在

市町村交付金

　　平成２９年３月３１日現在の市税や借入金など市民負担の状況は次のとおりです。

合　　　　　　　計   230億9,358万5         50万2,133        118万  533

     市債（借入金）は、市税のように市民の直接的な負担ではなく、市の収入の中から

　年々償還している間接的な負担です。

区　　　　　　　分
総　　額 1人当り 1世帯当り

千円 円 円

   47億5,466万3    46億2,093万8

    3億4,930万0      4,000万7

（１） 平成２８年度市税の税目毎賦課徴収状況

（２） 市税と市債の市民１人当り及び１世帯当りの負担状況

４.平成２８年度市民負担の状況

（注）比率の表示は、表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。
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３　歴史と文化を活かした観光都市づくりと交流人口の拡大

４　子育てにやさしいまちづくり

５　高齢者がいきいきと輝くまちづくり

６　島原の将来を担う子どもを育てる教育の充実

７　安全で安心して暮らせる快適なまちづくり

　一般会計の予算総額は２１９億９,８００万円で、平成２８年度の当初予算総額に比

べ、７．６％の減、国民健康保険事業など３つの特別会計の合計は、９２億４,２８８万

６千円で、平成２８年度に比べ２．１％の増となっております。

≪重点的に取り組む７つの施策≫

　平成２９年度当初予算が市議会３月定例会で議決されましたので、その概要について

説明します。

　本市の平成２９年度の予算編成に当たっては、経常的管理経費を前年度比３％減の予

算要求基準を設けるとともに、「部局別枠配分方式」（予算編成の権限と責任を事業実

施部門に委譲し、一般財源の配分予算枠内で各部局が予算を編成する方式）により、行

政経費の削減とスリム化に努めました。

　また、国・県の補助制度や財政的に有利な合併特例債、過疎対策事業債などの特定財

源を最大限に活用し、喫緊の課題である「人口減少対策」に向けて、子育て支援や就労

環境支援、定住促進支援などの新規事業を積極的に取り入れるなど、事業の「選択と集

中」を推進し、新たな財政課題や市民ニーズへの的確かつ柔軟な対応に努めました。

　以上を踏まえ、『市民目線に立った、オンリーワンの島原市』の実現を目指して、下

記の施策に重点を置いた予算編成としました。

１　市民目線に立った行財政改革の推進

２　産業の振興と島原地域ブランドの確立

５.平成２９年度一般会計当初予算の概要
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（単位：千円、％）

２９年度 ２８年度 増減額 増減比

1 市 税    45億7,720万2    44億8,272万9      9,447万3 2.1

2 地 方 譲 与 税     1億6,100万0     1億6,100万0 0 0.0

3 利 子 割 交 付 金        300万0        600万0 △  300万0 △50.0

4 配 当 割 交 付 金      1,600万0      2,000万0 △  400万0 △20.0

5
株 式 等 譲 渡 所

得 割 交 付 金
     1,000万0      1,000万0 0 0.0

6 地 方 消 費 税 交 付 金     7億8,700万0     7億9,900万0 △1,200万0 △1.5

7 自動車取得税交付金      1,800万0      1,800万0 0 0.0

8 地 方 特 例 交 付 金        800万0        700万0        100万0 14.3

9 地 方 交 付 税    64億    0万0    65億    0万0 △1億    0万0 △1.5

10
交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金
       700万0        700万0 0 0.0

11 分 担 金 及 び 負 担 金     1億9,780万6     1億9,563万7        216万9 1.1

12 使 用 料 及 び 手 数 料     3億3,970万6     3億2,717万6      1,253万0 3.8

13 国 庫 支 出 金    34億6,983万9    39億4,191万4 △4億7,207万5 △12.0

14 県 支 出 金    19億1,296万5    19億9,663万3 △8,366万8 △4.2

15 財 産 収 入      4,280万7      4,627万5 △  346万8 △7.5

16 寄 附 金     5億    0万7     4億   50万7      9,950万0 24.8

17 繰 入 金    16億5,034万9    13億4,939万9     3億   95万0 22.3

18 繰 越 金           1           1 0 0.0

19 諸 収 入     2億9,511万8     2億8,407万9      1,103万9 3.9

20 市 債    16億  220万0    32億4,550万0 △16億4,330万0 △50.6

  219億9,800万0   237億9,785万0 △17億9,985万0 △7.6合　　　　　　　計

　市の行政運営を支える財源には、市民税や固定資産税などの市税や地方交付税、国、県からの

補助金、借入金である市債などがあります。

【一般会計歳入当初予算】

                  　　区　分

      　　款

当 初 予 算 額 対前年度増減

（１） 歳入の予算状況
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（譲与税等）： 地方消費税交付金、地方譲与税、自動車取得税交付金、地方特例交付金

配当割交付金、利子割交付金、株式等譲渡所得割交付金、交通安全対策特別交付金

　平成２９年度一般会計の歳入当初予算額は、２１９億９,８００万円で、昨年度に比べ１７億

９,９８５万円の減少となりました。

　主な歳入の減少の理由としましては、合併算定替特例措置の縮減による地方交付税の減少、

年金生活者等支援臨時福祉給付金事業費補助金や循環型社会形成推進交付金などの皆減による

国庫支出金の減少、汚泥再生処理センター建設事業の完成による市債の減少などがあげられま

す。

　歳入の構成比を見ますと、市税や使用料など市が自主的に収入することができる「自主財

源」は、７５億５,９３５万円、３４．４％で、国や県からの補助金や市債などの「依存財源」

は、１４４億３,８６５万円、６５．６％となっています。

　自主財源の中で最も多いのは、市税で４５億７,７２０万２千円、全体の約２０．８％、また

依存財源の中で最も多いのは、地方交付税で６４億円、全体の２９．１％を占めています。

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

市民の皆さんや、市内に事業所を持つ法人等に納めていただくものです。市民

税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、都市計画税、入湯税があります。

一旦、国税として徴収されたものを、その後、人口規模や市道の延長・面積など

一定の基準により県や市町村に譲与されるもので、地方揮発油譲与税、自動車重

量譲与税などがあります。

金融機関等からの預金利子や株式等の配当及び譲渡益に課税された県税の一部を

財源として、一定の基準により市に対し交付されるものです。

歳 入 科 目 名 内　　　　　　　　　　　　　　　容

市 税

地 方 譲 与 税

自主財源

34.4%

依存財源

65.6%

市税

20.8%

繰入金

7.5%

寄付金

2.3%

その他

3.8%

地方交付税

29.1%

国庫支出金

15.8%

県支出金

8.7%

市債

7.3%

譲与税等

4.5%

【一 般会計歳入当初予算の科目別・財源別割合】

歳入総額

219億9,800万円

その他

0.3%

（注）比率の表示は、表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。
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歳 入 科 目 名 内　　　　　　　　　　　　　　　容

地 方 消 費 税 交 付 金
消費税８％のうち１.7％分を財源として、その一部を県が人口など一定の基準により市

に対し交付するものです。

自動車取得税交付金
自動車の取得に対して課税されたものを、その後、市道の延長や面積など一定の基準に

より県が市町村に対して交付するものです。

地 方 特 例 交 付 金
税源移譲により、所得税で控除しきれない住宅ローン控除額を市民税から控除すること

になったことに伴い生じる減収を補てんするため交付されるものです。

地 方 交 付 税

市町村によって生じている税収入の格差を是正し、一定の行政水準を保つために国から

交付される交付金です。国税３税（所得税、酒税、法人税）に消費税、地方法人税を加

えた５税が原資となっています。

市町村が標準的な行政を行うために財源を保障するための「普通交付税」と各市町村の

特殊事情によって生じた財政需要を補うための「特別交付税」があります。

交通安全対策特別交付金

道路交通法に定める反則金を財源として、道路交通安全施設（道路照明灯、カーブミ

ラー等）の設置及び管理に要する経費に充てるために、交通事故件数などを基準に国が

市に対して交付するものです。

分 担 金 及 び 負 担 金
市が行う事業により利益を受ける方から、その受益を限度として徴収するものです。保

育所の保育料などが該当します。

使 用 料 及 び 手 数 料

市が所有し、または管理している施設の利用や特定の人のために行う行政サービスの対

価として徴収するものです。公共施設の使用料や住民票の写しの交付手数料等が該当

し、その施設の維持管理や行政サービスを行うための財源となります。

国 庫 支 出 金
国と市の行う事業の経費負担区分に基づいて、国が市に対して支出するものです。負担

金、委託費、特定の施設の奨励または財政援助のための補助金などがあります。

県 支 出 金
市が行う事業に対しての交付です。県自らの施策として単独で交付するものと、県が国

庫支出金を経費の全部または一部として交付するもの（間接補助金）があります。

財 産 収 入
市が有する財産などの貸付けによって生じる対価や基金の運用による利息等の財産運用

収入と、公共用地の売払収入があります。

諸 収 入
収入の性質により、他のどの収入科目に含まれない収入をまとめたものです。延滞金、

預金利子、貸付金元利収入、雑入などがあります。

市 債

市が道路整備や学校建設などの事業を行うにあたり、財源が不足する場合、特に一時に

多額の資金を必要とするときに、外部（財政融資資金・地方公共団体金融機構・銀行な

ど）から資金を調達するもので、長期的な借入金です。また、地方債を発行することを

「起債」といいます。

寄 附 金
市に対する民法上の金銭の無償譲渡です。使途を特定しない一般寄附金と使途を特定し

た指定寄附金とがあります。

繰 入 金
一般会計、特別会計及び基金の間で、相互に資金運用をするものです。他の会計や基金

から資金が移される場合を「繰入」、移す場合を「繰出」といいます。

繰 越 金 前年度の決算で生じた余剰金を、翌年度の歳入に編入するときの収入です。
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２９年度 ２８年度 増減額 増減比

1 議 会 費     2億2,547万6     2億1,822万9        724万7 3.3

2 総 務 費    30億2,605万4    29億2,651万2      9,954万2 3.4

3 民 生 費    94億7,522万0    98億7,813万9 △4億  291万9 △ 4.1

4 衛 生 費    20億7,095万6    36億7,925万4 △16億  829万8 △ 43.7

5 労 働 費      1,588万5      1,880万7 △  292万2 △ 15.5

6 農林水産業費     8億4,761万3     8億6,366万2 △1,604万9 △ 1.9

7 商 工 費     6億  439万4     4億9,729万3     1億  710万1 21.5

8 土 木 費    14億1,482万9    13億3,764万1      7,718万8 5.8

9 消 防 費     6億8,114万5     6億8,472万3 △  357万8 △ 0.5

10 教 育 費    15億6,583万1    15億  210万4      6,372万7 4.2

11 災 害 復 旧 費           9           9 0 0.0

12 公 債 費    20億5,058万6    21億7,147万5 △1億2,088万9 △ 5.6

13 諸 支 出 金           2           2 0 0.0

14 予 備 費      2,000万0      2,000万0 0 0.0

  219億9,800万0   237億9,785万0 △17億9,985万0 △ 7.6合　　　　　　　計

（単位：千円、％）

市の行政運営にかかる経費（歳出）については、その行政目的ごとに分類した『目的別経

費』と、人件費や借入金の返済額など、その経費の性質別に分類した『性質別経費』の２通り

の観点から分析することができます。

目的別経費は、市の予算や決算においてもっとも大きな区分である「款（かん）」を基準と

して分類され、行政分野ごとの予算などの比重がわかります。

性質別経費は、市の財政の体質を分析したり、将来の財政運営の指針を作成する際に大変重

要な分類です。

【一般会計歳出当初予算 ： 目的別】

               　区　分

     款

当 初 予 算 額 対前年度増減

（２） 歳出の予算状況
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歳 出 科 目 名

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉、福祉医療、生活保護、国民年金などの事業に

かかる経費

健康増進、予防接種、ゴミ処理、環境対策など、健康で衛生的な生活環境を保持す

るために要する経費

平成２９年度の歳出当初予算額は、２１９億９，８００万円で、昨年度に比べ１７億９，９８

５万円の減少となりました。

主な増加した款としては、『商工費』が企業立地促進・雇用創出事業などにより、１億７１０

万１千円、２１．５％の増、『総務費』がふるさとしまばら寄付金事業などにより、９，９５４

万２千円、３．４％の増、『土木費』が霊南山ノ神線整備事業などにより、７，７１８万８千

円、５．８％の増となっています。

主な減少した款としては、『民生費』が臨時福祉給付金給付費の皆減などにより、４億２９１

万９千円、４．１％の減、『衛生費』が汚泥再生処理センター建設事業の完了などにより、１６

億８２９万８千円、４３．７％の減、『農林水産業費』が港湾整備事業負担金などの減少によ

り、１，６０４万９千円、１．９％の減となっています。

行政分野（目的）ごとにみると、民生費の占める割合が全体の４３．１％と最も大きく、以

降、総務費（１３．８％）、衛生費（９．４％）、公債費（９．３％）、教育費（７．１％）、

土木費（６．４％）、農林水産業費（３．９％）、消防費（３．１％）、その他（３．９％）の

順となっています。

内　　　　　　　　　　　　　　　容

議会の活動に関する経費（議員報酬や手当、議会報作成費、議会や委員会の運営経

費など）

庁舎の管理、人事・秘書広報、企画、財政、戸籍、統計、税の賦課・徴収、情報化

推進、選挙に係る経費

民生費

43.1%

総務費

13.8%

衛生費

9.4%

公債費

9.3%

教育費

7.1%

土木費

6.4%

農林水産業費

3.9%

消防費

3.1%
その他

3.9%

【一般会計歳出当初予算の目的別割合】

歳出合計

219億9,800万円

（注）比率の表示は、表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。
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人 件 費

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

そ

の

他

の

経

費 財政運営を計画的にするため、または将来の収支不足に備えるための基金や特定の

目的のために設けられた基金などに積み立てるための経費です。

市が管理する公共施設の活用を保全するための経費です。

（建物の大規模改修等は普通建設事業費に、備品等の修繕費は物件費に区分）

他の地方公共団体や民間に対して、行政上の目的により支出される経費で、団体に

対する負担金や補助金、講師謝礼等の報償金、保険料、公営企業への繰出金等があ

ります。

歳 出 科 目 名

義

務

的

経

費

職員給与、議員報酬、共済組合等への負担金などの経費です。

歳出経費のうち、法令或いは性質上その支出が義務付けられ任意に削減できない固定的な経費をいい、

歳出総額に占める割合が高くなるほど、財政の硬直化が進んでいることを示します。

投 資 的 経 費

歳 出 科 目 名

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費
緊急を要する場合など、予算外の支出に充てるため使途を特定しないで計上する経

費です。

内　　　　　　　　　　　　　　　容

勤労者のための各種施設の設置・管理にかかる経費です。

農業や水産業など、第一次産業の振興にかかる経費です。

商工業の振興や企業誘致、観光の振興にかかる経費です。

道路や公園の整備、都市計画、公営住宅などにかかる経費です。

消防や火災予防などをはじめ災害対策にかかる経費で、消防・救急活動について

は、消防団のほか広域市町村圏組合による共同運営で行っています。

小・中学校教育、公民館や図書館の管理・運営、生涯学習の推進、文化・スポーツ

の振興等などに係る経費です。

大雨や暴風、地震などの自然災害により被災した施設の復旧にかかる経費です。

事業執行の財源として借り入れた市債や一時借入金の元金・利子の償還にかかる経

費です。

他のどの支出科目にも目的が該当しない科目で、土地や建物などの取得にかかる経

費です。

内　　　　　　　　　　　　　　　容

生活保護法や児童福祉法等の法令や条例に基づき被扶助者へお金や物品を提供する

経費で、生活保護費や児童手当、医療費助成、就学援助などがあります。

市が借り入れた市債の元利償還金や一時借入金の利子支払いにかかる経費です。

その支出が資本の形成に向けられ、施設などが将来に残るものに対して支出される

ものをいい、道路や橋、公園の整備、学校や公営住宅などの公共用施設の新増設に

かかる経費である普通建設事業費や災害復旧事業費が該当します。

旅費や臨時職員等の賃金、消耗品費や光熱水費等の需用費、通信運搬費や手数料等

の役務費、委託料など、市の経費のうち消費的な経費の総称です。
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歳 　出 　科　目 29年度 28年度 増減額 前年比

人 件 費    33億2,676万4    33億6,100万8 △3,424万4 △1.0

扶 助 費    61億8,050万8    61億  960万6      7,090万2 1.2

公 債 費    20億5,058万6    21億7,147万5 △1億2,088万9 △5.6

普 通 建 設 事 業 費    14億2,895万3    31億3,657万0 △17億  761万7 △54.4

災 害 復 旧 事 業 費           9           9 0 0.0

物 件 費    32億2,608万0    32億7,258万9 △4,650万9 △1.4

補 助 費 等    24億7,268万5    30億1,328万1 △5億4,059万6 △17.9

維 持 補 修 費     1億2,750万8     1億1,086万7      1,664万1 15.0

繰 出 金    24億7,456万9    23億6,242万3     1億1,214万6 4.7

積 立 金     5億3,733万8      3,782万2     4億9,951万6 1,320.7

投資及び出資金・貸付金     1億5,300万0     2億  220万0 △4,920万0 △24.3

予 備 費      2,000万0      2,000万0 0 0.0

合　　　　　計   219億9,800万0   237億9,785万0 △17億9,985万0 △7.6

　歳出予算額を性質別にみると、扶助費が６１億８，０５０万８千円、２８．１％と最も多

く、これと人件費（１５．１％）、公債費（９．３％）を合わせた、この３項目は任意に削減

することのできない「義務的経費」といわれ全体の５２．５％を占めています。

　また、道路整備費などの「投資的経費」が６．５％、物件費など「その他」が４１．０％と

なっています。

　主な増加した性質としては、『積立金』がふるさとしまばら応援基金積立金の皆増により、

４億９，９５１万６千円、１，３２０．７％の増となりました。

　主な減少した性質としては、『普通建設事業費』が汚泥再生処理センター建設事業の完了な

どにより、１７億７６１万７千円、５４．４％の大幅減となったほか、『補助費等』が臨時福

祉給付金事業の皆減などにより、５億４，０５９万６千円、１７．９％の減となりました。

【一般会計歳出当初予算 ： 性質別】 （単位：千円、％）

義務的経費

52.5%

投資的経費

6.5%

その他

41.0%

扶助費

28.1%

人件費

15.1%

公債費

9.3%

普通建設事業費

6.5%

物件費

14.7%

繰出金

11.3%

補助費等

11.2%

積立金

2.4%

その他

1.4%

【一般会計歳出当初予算の性質別割合】

歳出合計

219億9,800万円

　　　（注）比率の表示は、表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、合計とは一致しない場合があります。
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平 成 ２９ 年 度 市 税 当 初 予 算 額 （単位：千円）

平成２９年度 平成２８年度 前年比（％）

   42億3,869万1    41億4,584万9 2.2

   16億8,733万3    16億1,668万9 4.4

   20億4,937万8    20億2,945万0 1.0

    1億5,440万3     1億4,731万4 4.8

    3億4,757万7     3億5,239万6 △ 1.4

    3億3,851万1     3億3,688万0 0.5

     1,611万7      1,460万0 10.4

    3億2,239万4     3億2,228万0 0.0

   45億7,720万2    44億8,272万9 2.1

○都市計画税

（単位：千円）

平成２９年度

街路整備事業費     2億7,723万0

公園費      7,214万5

都市下水路費      2,478万5

公債費（都市計画事業債のみ）     2億2,516万7

    5億9,932万7

都市計画税     3億2,239万4

国庫・県支出金      8,439万2

市債     1億8,200万0

一般財源等      1,054万1

○入湯税

（単位：千円）

平成２９年度

     5,050万0

     4,696万8

     1,600万0

     7,019万5

    1億8,366万3

入湯税      1,611万7

国庫・県支出金 0

市債      3,360万0

一般財源等     1億3,394万6

　都市計画税は、都市計画区域内の土地・建物に対し市町村が課すことのできる

目的税で、総合的なまちづくりを行うため、街路や公園など、都市計画事業に要

する費用の一部として活用されています。

税 目

普 通 税

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

目 的 税

入 湯 税

都 市 計 画 税

合          計

　目的税とは、その使い道を特定した上で徴収する税のことで、本市では都市計

画税や入湯税が該当します。

財源内訳

 事   　　  業   　　  名

合           計

財源内訳

　入湯税は、鉱泉浴場（温泉）を利用する入湯客に課税する目的税で、標準で

１人１日当たり150円です。環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設、消防施設、

観光施設などの整備や観光の振興に要する費用の一部として活用されています。

 事   　　  業   　　  名

鉱泉源の保護管理施設整備費

消防施設整備費

観光振興費

観光施設整備費

合           計

（３） 市税の予算状況

目的税の使途状況

１６



（単位：千円）

２９年度 ２８年度 増減額 増減比

国 民 健 康 保 険 事 業   85億2,378万7   83億9,033万0    1億3,345万7 1.6

温 泉 給 湯 事 業    1億2,844万4      9,313万8      3,530万6 37.9

後 期 高 齢 者 医 療    5億9,065万5    5億6,824万0      2,241万5 3.9

合　　　　計    92億4,288万6   90億5,170万8    1億9,117万8 2.1

以上、本市の平成２８年度下半期における財政状況および平成２９年度当初予算につい

て説明を終わります。

本年度の財政運営につきましても、厳しい諸情勢の中ではありますが、健全性の確保に

配意し、市勢振興に向け諸施策を推進してまいります。

　特別会計においては、当初予算額が３会計の合計で、９２億４，２８８万６千円、対前

年度比１億９，１１７万８千円、 ２．１％の増となりました。

        　　　　区　分

　会計別

当 初 予 算 額 対前年度増減

６.平成２９年度特別会計当初予算の概要

島原半島ジオパークキャラクター

「ジーオ」くん 「ジーナ」ちゃん

むすび
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